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表紙

第82回

定時株主総会
招 集 ご 通 知

株主総会ご出席株主様へのお土産はございません。
何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。

　

開 催
日 時

2025年６月27日（金曜日）
午前10時 （受付開始 午前９時）

開 催
場 所

名古屋市熱田区川並町２番22号
名古屋市中央卸売市場本場内
中央管理棟本館９階　大会議室
(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

　

証券コード：8145

世界のうまいに逢いたい
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招集ご通知

株 主 各 位 (証券コード　8145)
2025年６月12日

名古屋市熱田区川並町２番22号
中 部 水 産 株 式 会 社
代表取締役社長 脇坂 　剛

　当社ウェブサイト　　https://www.nagoya-chusui.co.jp/ir

　株主総会資料 掲載ウェブサイト　　https://d.sokai.jp/8145/teiji/

第82回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第82回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電
子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれか
のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　なお、当日ご出席されない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することができますの
で、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげ
ます。
［インターネットによる議決権行使の場合］
　４頁の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご高覧のうえ、2025年６月26日（木曜日）午
後５時までに議案に対する賛否をご入力ください。
［書面による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2025年６月26日（木曜日）午後５時までに
到着するようご返送ください。

敬　具
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招集ご通知

記
１．日　　　　時 2025年６月27日（金曜日）午前10時

２．場　　　　所 名古屋市熱田区川並町２番22号　名古屋市中央卸売市場本場内
中央管理棟本館９階　大会議室

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第82期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項 ＜会社提案（第１号議案から第３号議案まで）＞

　第１号議案　剰余金の配当の件
　第２号議案　取締役７名選任の件
　第３号議案　監査役１名選任の件
＜株主提案（第４号議案及び第５号議案）＞
　第４号議案　定款一部変更（１）の件
　第５号議案　定款一部変更（２）の件
※各議案の内容は後記の株主総会参考書類に記載のとおりですが、取締役会としては株主提案

（第４号議案及び第５号議案）には反対しております。

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない

場合は、会社提案には賛成、株主提案には反対の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
(2) インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なものと

してお取り扱いいたします。
(3) インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、インタ

ーネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
以　上

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の
事項を掲載いたします。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出ください。

議決権行使書用紙に議案に対す
る賛否をご表示のうえ、切手を
貼らずにご投函ください。

次ページの案内に従って、議案
の賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2025年6月27日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前9時）

2025年6月26日（木曜日）
午後５時00分到着分まで

2025年６月26日（木曜日）
午後５時00分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
第４、５号議案は株主提案です。
当社取締役会は、株主提案に反対しております。当社取締役会の意見にご賛同の場合は、「否」に○印を
ご記入ください。つきましては、下記をご参照いただき、議決権行使書へ賛否をご記入ください。

こちらに議案の賛否をご記入ください。
会社提案
第１、３号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

株主提案
第４、５号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書はイメージです。
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議決権行使についてのご案内

　インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力するこ
となく、議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
スマートフォンやパソコン等の操作方法が
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
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剰余金の配当の件

株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の配当の件

＜会社提案（第１号議案から第３号議案まで）＞

　当事業年度の期末配当につきましては、経営環境を見極めながら安定配当の継続という基本方針を
踏まえるとともに、当事業年度の業績を勘案した結果、下記のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
(1) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金45円　　総額　73,685,295円
(これにより当期の配当金は、中間配当金とあわせて１株につき85円となります)

(2) 剰余金の配当が効力を生じる日
2025年６月30日
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取締役選任の件

第２号議案 取締役７名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

1
　

わき

脇
さか

坂
 

　
 

　
たけし

剛
（1957年10月１日生）

    1980年    4 月 日本水産株式会社（現（株）ニッスイ）入社
    2012年    6 月 同社取締役執行役員　大阪支社長就任
    2015年    6 月 同社取締役執行役員　大阪支社長退任
    2015年    6 月 同社顧問

当社入社　当社取締役専務執行役員　業務全般管掌
    2017年    6 月 当社代表取締役社長（現任）
【重要な兼職の状況】
　名北魚市場株式会社監査役

1,300株

【取締役候補者とした理由】
脇坂　剛氏は、株式会社ニッスイ取締役執行役員大阪支社長として経営に携わり、2017年６月からは、当社の代
表取締役社長として会社経営をリードしてきた経験と実績を有しており、その経営戦略に関する豊富な経験と幅広
い見識は、当社の事業成長と企業価値向上の実現のために必要と判断し、引き続き取締役候補者としました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

2
　

おか

岡
 

　
 

　
 

　
まこと

誠
（1959年５月28日生）

    1983年    4 月 当社入社
    2014年    6 月 当社冷凍魚部長
    2015年    6 月 当社執行役員兼冷凍魚部長
    2016年    6 月 当社取締役執行役員　冷凍魚・塩干魚部門担当、冷

凍魚部長、塩干魚二部長、冷蔵倉庫管掌
    2017年    6 月 当社取締役　冷凍魚・加工食品部門、近海魚部、日

比野冷蔵倉庫担当、冷凍魚部長
    2018年    6 月 当社常務取締役　営業部門統括、日比野冷蔵倉庫担

当
    2022年    6 月 当社専務取締役　営業部門統括、管理部門管掌
    2023年    6 月 当社専務取締役　営業部門統括、太物部管掌（現任）
【重要な兼職の状況】
　ＭＫフード株式会社代表取締役社長

1,300株

【取締役候補者とした理由】
岡　誠氏は、長年にわたり冷凍魚部門で卸売業務に従事し、2016年以降、取締役として営業部門の全般的な統括
をしてきており、その貢献度は大きく、豊富な経験と実績、高い専門能力を営業戦略の策定・推進に活かしていく
ことを期待し、引き続き取締役候補者としました。

　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役７名の選任をお
願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

6
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取締役選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

3
　

なか

中
むら

村
 

　
えい

栄
じ

二
（1970年７月19日生）

    1989年    4 月 当社入社
    2020年    7 月 当社近海魚部長
    2022年    6 月 当社取締役　近海魚部長
    2023年    6 月 当社取締役　近海魚部長、管理部門管掌
2024年    6 月 当社取締役　近海魚部長、日比野冷蔵倉庫管掌（現

任）

600株

【取締役候補者とした理由】
中村栄二氏は入社以来、近海魚部で卸売業務に従事し、出荷者及び販売先からの信頼は厚く、その豊富な経験と実
績、専門性を有することから、当社の発展に寄与できるものとして、引き続き取締役候補者としました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

4
　

ひら

平
た

田
 

　
ゆう

祐
いち

一
（1972年９月７日生）

    1996年    4 月 当社入社
    2020年    7 月 当社大衆魚部長
    2022年    6 月 当社取締役　大衆魚部長
    2023年    6 月 当社取締役　大衆魚部長、市場冷蔵倉庫管掌（現

任）

600株

【取締役候補者とした理由】
平田祐一氏は入社以来、大衆魚部で卸売業務に従事し、当社の発展に貢献してまいりました。その豊富な経験と実
績、創造性を有することから、当社の発展に寄与できるものとして、引き続き取締役候補者としました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

5
　

うす

臼
い

井
 

　
のり

敬
ひと

人
（1970年４月６日生）

    1996年    10月 当社入社
    2019年    7 月 当社経理部長
    2022年    4 月 当社経理部長、総務部長
    2024年    6 月 当社取締役　管理部門管掌（現任）

300株

【取締役候補者とした理由】
臼井敬人氏は入社以来、経理・財務・総務・人事業務に従事し、当社における豊富な業務経験と管理部門における
幅広い知識を有しており、その経験を収益基盤の維持、強化に活かしていくことを期待し、引き続き取締役候補者
としました。

7



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2025/05/30 15:37:39 / 24183236_中部水産株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

6
　

いわ

岩
さき

﨑
 

　
とし

俊
ろう

郎
（1971年８月８日生）

    1994年    4 月 当社入社
    2017年    4 月 当社加工食品部長
    2022年    7 月 当社営業推進室長
2024年    6 月 当社取締役　営業推進室長、塩干加工品部長、塩冷

加工品部門管掌（現任）

900株

【取締役候補者とした理由】
岩﨑俊郎氏は入社以来、塩冷加工品部門で卸売業務に従事し、出荷者及び販売先からの信頼は厚く、その豊富な経
験と実績、柔軟性を有することから、当社の発展に寄与できるものとして、引き続き取締役候補者としました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

7
　

すぎ

杉
もと

本
 

　
たつ

達
や

哉
（1959年12月13日生）

    1992年    1 月 杉本食肉産業株式会社入社
    1994年    4 月 同社常務取締役
    2004年    6 月 当社監査役
    2009年    4 月 杉本食肉産業株式会社代表取締役社長
    2015年    6 月 当社取締役（現任）
2024年11月 スギモトグループホールディングス株式会社

代表取締役社長（現任）
2025年    4 月 杉本食肉産業株式会社代表取締役会長（現任）

14,799株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
杉本達哉氏はスギモトグループホールディングス株式会社の代表取締役社長であり、企業経営者としての豊富な経
験、幅広い知見を当社の経営に活かしていただくため、引き続き社外取締役候補者としました。同氏が選任された場
合には、当社において業務執行者から独立した客観的な立場で経営を監督する役割を果たしていただく予定です。

(注) １. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 杉本達哉氏は、社外取締役候補者であります。なお当社は、杉本達哉氏を名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、同取引所に届け出ております。
３. 杉本達哉氏は、現在当社の社外取締役でありますが、その在任期間は本総会終結の時をもって10年となります。
４. 当社は、杉本達哉氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約
を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第1項に定める最低責任限度額としておりま
す。なお、再任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。

５. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担する
ことになる職務の執行に関する責任及び当該責任の追及に係る請求による損害を当該保険契約により塡補することとして
おります。各候補者が選任された場合、当該保険契約の被保険者となり、次回更新時には同内容での更新を予定しており
ます。
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監査役選任の件

第3号議案 監査役１名選任の件

氏名（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

新 任

あさ

浅
い

井
 

　
まさ

正
ひで

秀
（1962年３月14日生）

　

    1984年    4 月 日本水産株式会社（現（株）ニッスイ）入社
    2009年    3 月 同社水産事業第二部長
    2018年    6 月 同社執行役員北米事業執行委嘱

Nippon Suisan（USA）,Inc.
（現 NISSUI USA,INC.）取締役社長

    2022年    6 月 同社取締役執行役員　海外事業執行、南米事業統括　
委嘱　海外事業推進部担当、戦略販売部共管
Nippon Suisan America Latina S.A.（N.A.L.）
（現 NISSUI AMERICA LATINA S.A.）取締役社長

    2025年    5 月 同社取締役常務執行役員　水産事業執行（現任）

0株

【社外監査役候補者とした理由】
浅井正秀氏は、株式会社ニッスイの取締役常務執行役員であり、当社と関係の深い水産業界に関する知識と企業活動に関する
豊富な知識を有しており、経営全般の監視と有効な助言を期待し、社外監査役候補者としました。

　本総会終結の時をもって監査役田中　輝氏が辞任されますので、その後任として監査役１名の選任
をお願いいたしたいと存じます。また、本総会において選任された監査役の任期は、当社定款の定め
に従い、退任監査役の任期の満了する時までといたします。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

(注) １. 浅井正秀氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 浅井正秀氏は、社外監査役候補者であります。
３. 浅井正秀氏の選任が承認された場合は、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項
に定める最低責任限度額といたします。

４. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担する
ことになる職務の執行に関する責任及び当該責任の追及に係る請求による損害を当該保険契約により塡補することとして
おります。浅井正秀氏の選任が承認された場合、当該保険契約の被保険者となり、次回更新時には同内容での締結を予定
しております。
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ご参考

氏　名 企　業
経　営

財　務
会　計

法　務
リスク管理
コンプライアンス

Ｅ Ｓ Ｇ 業　界
知　見

脇坂　　剛 代表取締役社長  〇  〇  〇  〇  〇

岡　　　誠 専務取締役  〇  〇  〇  〇  〇

中村　栄二 取 締 役  〇  〇  〇

平田　祐一 取 締 役  〇  〇  〇

臼井　敬人 取 締 役  〇  〇  〇  〇

岩﨑　俊郎 取 締 役  〇  〇  〇

杉本　達哉 社外取締役  〇  〇  〇

小倉　浩司 監 査 役  〇  〇  〇

浅井　正秀 社外監査役  〇  〇  〇  〇

成瀬　　玲 社外監査役  〇  〇  〇

　《ご参考》取締役及び監査役のスキルマトリックス

　本総会において第２号議案、第３号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役及び監査役の構成
並びに各人のスキルマトリックスは、以下のとおりです。
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定款一部変更の件

第４号議案 定款一部変更（１）の件

＜株主提案（第４号議案及び第５号議案）＞
株主提案について
　会社法は、一定の要件を充足する場合に株主提案権を認めております。株主提案がなされた場合、会社
は、法令・定款違反等の場合を除いて、提案された議案及び提案の理由等を株主総会参考書類に記載する
ことが義務付けられております。

　第４号議案及び第５号議案は、株主様１名(議決権の数191個)(以下、「本提案株主」といいます。)か
らの提案によるものです。
　以下の議案の要領及び提案の理由は、本提案株主から提出された株主提案書の該当箇所を原文のまま掲
載しております。

議案の要領
　「政策保有株式の保有を禁止する。」を定款に追加する。

提案の理由
　中部水産は循環取引において、付随する費用も含めると約8億円もの損失を株主にもたらした。
これを教訓に資本の循環取引ともいえる株式の持ち合いを禁止すべきである。
また、循環取引という不祥事が発覚したにも関わらず、株主総会での取締役選任議案がその前年と
変わらない賛成票で可決されているのは、株式の持合先が無条件に賛成票を入れているからに他な
らない。このような議決権行使は経営者に対して、循環取引があってもかまわないというメッセー
ジであり、当社の経営の規律のさらなる低下が起こることを危惧している。また、当社は2024年5
月21日付の「役員報酬の自主返上等に関するお知らせ」において、2024年４月13日に公表してい
る。「調査報告書に記載しておりますA社を含む関係当事者に対しまして、然るべき民事上、刑事
上の責任を追及する所存です。」とある。当然、当社の株式持ち合い先のうち１社であると推測さ
れるC社の子会社B社に対しても、責任追及がなされることが期待されているところ、2025年４月
14日時点で、未だなんらの発表もない。当社経営陣が持合い先C社を忖度しているのではないかと
懸念している。

当社取締役会の意見
当社取締役会としては、以下の理由から本議案に反対いたします。
　当社は、コーポレートガバナンス・コードにおいて、中長期的な企業価値の向上に資することを
目的として、取引先との安定的、長期的な取引関係を維持、強化し、事業の円滑な推進、発展を図
るための政策株式を保有する方針としております。
　すなわち、当社の中長期的な企業価値の向上を図るためには、単に取引関係先のみならず様々な
ステークホルダーとの協力関係が必要であり、当社の中長期的な企業価値の向上に貢献すると考え
られるものについては、今後も保有を継続していくことが適切であると考えています。

11
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定款一部変更の件

　このような理由から、定款に政策保有株式の保有を禁止すると定めることは、当社の中長期的な
企業価値の向上を阻害するものであり、適切でないと考えます。
　なお、コーポレートガバナンス・コードの趣旨に則り、保有意義が希薄と考えられる政策保有株
式については、できる限り速やかに処分、縮減する方針であります。半期ごとに取締役会で個別の
政策保有株式について、保有意義を検証し、保有継続の可否及び保有株式数を見直しております。
また、簿価から30％以上時価が下落した銘柄については売却検討対象としております。
　実際に当社ではコーポレートガバナンス・コードの開始後、保有意義が希薄と考えられる３銘柄
の政策保有株式を売却しております。

12
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定款一部変更の件

第５号議案 定款一部変更（２）の件
議案の要領
　「株主資本配当率（DOE）を３％とする。」を定款に追加する。

提案の理由
　僅かばかりの手数料のために循環取引に巻き込まれてしまった原因の一つは不必要なまでの金融
資産を保有し、金払いがよかったことが原因の一つであったことが、調査報告に記されている。当
社は資金の使い道に困り、2006年以降、既存の保有工場の転換による不動産賃貸だけではなく、新
たに賃貸マンション、賃貸駐車場を購入するに至っている。伊藤レポートによれば、株主資本コス
トは最低でも７％であるとのことである。当社が行なってきているこれらのいわば不労所得を稼ぐ
ための投資は資本コストを下回っていると想定される。株主は必要であれば、自ら、賃貸マンショ
ンの購入やREITなどで同様の投資を行うことができるから、余剰な資本は速やかに配当などによ
り、株主に返還すべきである。

当社取締役会の意見
当社取締役会としては、以下の理由から本議案に反対いたします。
　当社が、主力事業として営んでおります水産物卸売業は、水産物の出荷者と小売業や量販店へ販
売する仲卸業者との間に位置する中間流通業であることから、当業界での利益率は、他業種に比べ
て、相対的に低い水準になっております。
　このような業界において事業を営む当社が、株主資本配当率を基準とした配当を実施するとなれ
ば、当期純利益を上回る額を配当することになり、その場合には過去の剰余金を原資とした配当が
行われることになります。このような配当を行うことを定款で定めると、恒常的に過去の剰余金を
原資とした配当を行うこととなり、当社の財務基盤を危うくする事態を招くとともに、結果、中長
期的な観点からは、株主共同の利益を損なうことになりかねません。
　また、当社は、名古屋市中央卸売市場において、水産物卸売業を営む企業として、消費者に対
し、安定的に水産物を供給するという公共的使命を有しておりますが、当社の財務基盤が危うくな
る事態が生じれば、当社は、このような公共的使命を果たすこともできません。
　よって、当社は利益状況、財務体質、今後の事業展開などを総合的に勘案し、安定的かつ継続的
な配当を基本方針としているとおり、毎期の業績を勘案して配当額を決めることにより、当社の公
共的使命を果たすことができ、また、何よりも、中長期的観点から、株主共同の利益に資するもの
であると考えております。
　なお、不動産賃貸業については、当社の主力事業である水産物卸売業が、自然環境、漁獲規制、
販売チャネルの変化等、不安定要因の多い事業環境にあり、安定的な収益の確保が困難な中で、安
定的な収益源を確保することを目的として行っているものです。よって、不動産賃貸業は、当社の
安定的な収益を確保し、経営基盤の確立を図るために行っているものであり、当社の公共的使命を
果たすことができ、また、中長期的観点から、株主共同の利益に資するものであると考えておりま
す。

以　上
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事業の経過及び成果

事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

1 会社の現況に関する事項

部　　門　　別 数　量(トン) 金　額(百万円) 構成比(％)

鮮 魚 13,075 18,037 49.1

塩 冷 加 工 品 17,180 18,003 49.0

水　産　物　卸　売　計 30,256 36,041 98.1

冷 蔵 倉 庫 63,740 484 1.3

不 動 産 賃 貸 － 234 0.6

合　　　　　計 － 36,760 100.0

(1) 事業の経過及び成果
　当事業年度における当社を取り巻く環境は、昨年からの円安の進行によるインバウンド需要が増
加するとともに、雇用や所得環境が改善している中で個人消費の回復が後押しされてきました。一
方で、食料品やガソリンなどの価格高騰が続いているなど、消費者心理が悪化していく恐れがあ
り、先行きは不透明な状況で推移しております。
　当業界におきましては、少子化などの人口減少による市場規模の縮小に加え、消費者の食生活の
形態や購買行動が変化する中、市場外流通との競合は一層激しさを増しております。
　このような状況の中、売上高は卸売部門で生鮮水産物の取扱数量が増加するなど、全体で367億
60百万円（前期比1.7％増）となりました。経常利益は、５億１百万円（前期比1.0％増）とな
り、特別損失に過年度決算訂正関連費用の計上がありましたが、当期純利益は、３億30百万円
（前期比1.7％増）となりました。
　なお、当事業年度の部門別売上高は次表のとおりであります。

当期の部門別売上高

14
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事業の経過及び成果

鮮　　魚

売上高
180億37百万円
（前期比3.9％増）

　鮮魚は、海洋環境の変化による漁獲量変動のリスクが依然
として続く中、集荷網の拡充と量販店向けの商品提案に注力
し、まぐろ、うなぎ、マダイ、サーモンなどが堅調に推移し
た結果、増収となりました。

17,368

2024年
３月期

18,037

2025年
３月期

（単位：百万円）

塩冷加工品

売上高
180億３百万円
（前期比0.4％減）

　塩冷加工品は、輸入価格の高騰による仕入価格の上昇や、
食品全体の価格上昇に伴う消費鈍化が要因となり、鮭鱒、凍
魚、チリメンの取り扱いが減少したため、減収となりまし
た。

18,075

2024年
３月期

18,003

2025年
３月期

（単位：百万円）

部門別の状況
　卸売部門の状況は、次のとおりであります。

15
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事業の経過及び成果

冷蔵倉庫

売上高
４億84百万円
（前期比3.1％増）

　回転率の高い生鮮品や冷マグロといった超低温冷凍貨物の
入庫が順調に推移した結果、増収となりました。

470

2024年
３月期

484

2025年
３月期

（単位：百万円）

不動産賃貸

売上高
２億34百万円
（前期比1.0％増）

　主な事業である賃貸マンションが順調に稼動した結果、増
収となりました。

232

2024年
３月期

234

2025年
３月期

（単位：百万円）

　冷蔵倉庫及び不動産賃貸の状況は、次のとおりであります。

16



2025/05/30 15:37:39 / 24183236_中部水産株式会社_招集通知_電子提供措置用

設備投資及び資金調達の状況、対処すべき課題

(2) 設備投資及び資金調達の状況
　当事業年度における設備投資の総額は28百万円で、主な内容は再発防止策対応のためのシステ
ムの改修費用14百万円であり、その全額を自己資金にて賄っております。

(3) 対処すべき課題
　水産物卸売業界におきましては、気候変動による海水温上昇や異常気象の影響による漁獲量の減
少、水産資源管理のため強化される漁獲規制、海外での旺盛な需要による国内流通量の減少など、
集荷面で難しい対応が求められています。また、魚食離れの進行、市場外流通の拡大、ネット通販
の普及による販売チャネルの変化、水産物の価格変動や流通コストの上昇が利益を圧迫する要因と
なるなど厳しい事業環境が続くものと思われます。
　このような経営環境のもとで、持続的な成長と中長期的な企業価値を向上させるため、諸課題に
取り組み、安定的な収益の確保と経営基盤の確立を図ってまいります。
　また、健康経営やサステナブルな活動を推進し、職場環境の整備、海洋における持続可能な環境
保全に取り組んでまいります。
①　収益力の向上
　主力事業である水産物の卸売部門は、地域、魚種、荷主別に集荷の対策を強化し、集荷の拡大
を図るため産地開拓並びに商品の発掘に邁進してまいります。また、外部環境の変化に対応する
ために、消費者ニーズを的確に捉えることによって、生産者と仲卸業者などと情報を共有し、ス
ピーディーに企画提案を行ない、当社内の営業推進室と連携して、販売の拡大に取り組んでまい
ります。
　冷蔵倉庫部門は、営業の強化並びに新規顧客を開拓し、保管貨物の入出庫を増やすなど、事業
の拡大と収益の確保を図ってまいります。
②　企業体質の強化
　管理面では、法令遵守などコンプライアンス体制の整備、充実を図ると共に、業務改革を推進
します。また、予算、債権、在庫などについて管理を徹底するとともに、業務の見直しによる経
費削減に取り組み、経営効率化のためのDX投資や人材育成のための研修投資を継続的に実施し
てまいります。
③　安全、安心で良質な商品の提供
　食品表示や異物混入などの問題に消費者の関心が高まるなかで、食品の安全性と品質管理の重
要性を従来にも増して認識し、安全安心委員会を中心とした品質管理体制を充実させてまいりま
す。中央卸売市場としての公共的使命を担う企業として、信頼性の確保と向上に努めてまいりま
す。
　当社といたしましては、上記の施策を着実に実行することにより、更なる企業価値の向上を図
っていく所存です。また、前事業年度において判明した不適切な取引の究明のために設置された
特別調査委員会の調査結果及び提言を真摯に受け止め、コンプライアンス及びリスク管理体制の
再構築、役職員への実効性のある研修・教育の実施、管理部門によるモニタリング機能の強化、
業務プロセスの見直しを中心とした再発防止に取り組んでまいります。

　株主の皆様には、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。17
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財産及び損益の状況の推移

34,858

367

第79期
（2021年度）

34,890

241

第80期
（2022年度）

36,14636,146

496496

第81期
（2023年度）

36,760

501

第82期（当期）
（2024年度）

売上高／経常利益（単位：百万円）
■売上高　■■経常利益

316 319

第79期
（2021年度）

第80期
（2022年度）

324 330

第81期
（2023年度）

第82期（当期）
（2024年度）

184.00179.86 194.19 200.87

当期純利益（単位：百万円）／１株当たり当期純利益（単位：円）
■当期純利益　　１株当たり当期純利益

14,549

12,208

第79期
（2021年度）

15,039

12,306

第80期
（2022年度）

16,701

13,123

第81期
（2023年度）

16,021

13,239

第82期（当期）
（2024年度）

総資産／純資産（単位：百万円）
■総資産　■■純資産

第79期
（2021年度）

第80期
（2022年度）

第81期
（2023年度）

第82期（当期）
（2024年度）

売　　上　　高(百万円) 34,858 34,890 36,146 36,760

経　常　利　益(百万円) 367 241 496 501

当  期  純  利  益 ( 百 万 円 ) 316 319 324 330

１株当たり当期純利益(円) 179.86 184.00 194.19 200.87

総　　資　　産(百万円) 14,549 15,039 16,701 16,021

純　　資　　産(百万円) 12,208 12,306 13,123 13,239

(4) 財産及び損益の状況の推移

(注) 1．第79期から第80期の各数値については、過年度決算訂正後の数値を記載しております。
2．第79期につきましては、水産物卸売の取扱数量は減少しましたが、販売単価の上昇により増収となり、補助金収入の計

上、特別損失の発生がなかったため、当期純利益は大幅な増益となりました。
第80期につきましては、外食産業の回復で増収となり、仕入価格の上昇や冷蔵倉庫の電気料金の高騰により経常利益は
減益となりましたが、当期純利益は法人税、住民税及び事業税の減少により増益となりました。
第81期につきましては、外食産業の回復や魚価の上昇などで増収となり、特別損失に過年度決算訂正関連費用の計上が
ありましたが、当期純利益は、増益となりました。
第82期（当期）の状況につきましては、前記「（１）事業の経過及び成果」に記載したとおりであります。
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主要な事業内容、主要な営業所及び冷蔵倉庫、従業員の状況

(5) 主要な事業内容（2025年３月31日現在）
水産物卸売　　水産物の販売に関する業務
冷蔵倉庫　　　倉庫業に関する業務
不動産賃貸　　マンション等不動産賃貸に関する業務

(6) 主要な営業所及び冷蔵倉庫（2025年３月31日現在）
本社　　　　　　　　　　　　　　　　　名古屋市熱田区
冷蔵倉庫（２箇所）　　　　　　　　　　名古屋市熱田区
出張所　　　　　　　　　　　　　　　　福岡市中央区

従　業　員　数 前 期 末 比 増 減

84名 △2名

(7) 従業員の状況（2025年３月31日現在）

(注) 上記には、臨時従業員26名は含んでおりません。
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会社の株式に関する事項

2 会社の株式に関する事項（2025年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 普通株式 6,619,000株

(2) 発行済株式総数 普通株式 1,926,900株

(3) 株主数 867名

株　　　　　主　　　　　名 持株数 (千株) 持 株 比 率 (％)

株式会社ニッスイ 239 14.6

株式会社極洋 120 7.3

マルハニチロ株式会社 80 4.8

株式会社あいち銀行 78 4.7

株式会社名古屋銀行 63 3.8

中央魚類株式会社 46 2.8

服部貴男 43 2.6
THE HONGKONG AND SHANGHAI 
BANKING CORPORATION LIMITED
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

33 2.0

株式会社北陸銀行 31 1.9

株式会社大水 25 1.5

(4) 大株主(上位10名)

(注) 持株比率は、自己株式（289千株）を控除して計算しております。
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会社役員に関する事項

３ 会社役員に関する事項

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 脇　坂　　　剛 名北魚市場株式会社 監査役

専 務 取 締 役 岡　　　　　誠 営業部門統括、太物部管掌
ＭＫフード株式会社 代表取締役社長

取 締 役 中　村　栄　二 近海魚部長、日比野冷蔵倉庫管掌

取 締 役 平　田　祐　一 大衆魚部長、市場冷蔵倉庫管掌

取 締 役 臼　井　敬　人 管理部門管掌

取 締 役 岩　﨑　俊　郎 営業推進室長、塩干加工品部長、塩冷加工品部門管掌

取 締 役 杉　本　達　哉 スギモトグループホールディングス株式会社代表取締役社長
杉本食肉産業株式会社代表取締役社長

常 勤 監 査 役 小　倉　浩　司

監 査 役 田　中　　　輝 株式会社ニッスイ 取締役執行役員水産事業執行

監 査 役 成　瀬　　　玲 弁護士（弁護士法人しるべ総合法律事務所 代表社員）

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2025年３月31日現在）

(注) １. 取締役杉本達哉氏は社外取締役であり、監査役田中　輝、成瀬　玲の両氏は社外監査役であります。
２. 取締役杉本達哉氏及び監査役成瀬　玲氏は、名古屋証券取引所に独立役員として届け出ております。
３. 当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役及び社外監査役とも
会社法第425条第1項に定める最低責任限度額としております。

４. 当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保
険契約の被保険者の範囲は取締役及び監査役であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被
保険者の会社役員としての職務の執行に関しての責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る損害賠償請求がなされた
ことによって被る法律上の損害が塡補されることとなります。但し、被保険者の執行の適正が損なわれないようにする
ため、被保険者が私的な利益、便宜の供与を違法に得たこと、被保険者の犯罪行為、法令に違反することを知りながら
行なった行為等の場合には塡補の対象としないこととしております。
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会社役員に関する事項

(2) 取締役及び監査役の報酬等
①　役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しており
ます。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の
決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合しており、当該決
定方針に沿うものであると判断しております。
イ．取締役の個人別報酬等の内容に係る決定方針は次のとおりです。

基本方針
　当社の取締役の報酬は、固定報酬と企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとし
て機能する業績連動報酬で構成し、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえ
た適正な水準とすることを基本方針とする。

固定報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は
条件の決定に関する方針を含む。）

　当社の取締役の固定報酬は、担当職務、各期の業績、貢献度及び世間水準等を総合的に
勘案して決定し、月例で支給するものとする。

業績連動報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期又
は条件の決定に関する方針を含む。）

　当社の取締役の業績連動報酬等は、株主から期待される利益向上へのインセンティブが
働く仕組みとするために、各事業年度の当期純利益を指標としており、役位や在任年数等
を踏まえ算出した額を、年に1度支給するものとする。

固定報酬の額及び業績連動報酬等の額の取締役の個人別報酬等の額に対する割合の決定に関
する方針

　当社の取締役の業績連動報酬については固定報酬の補完的な報酬体系とし、取締役の役
職及び各事業年度の業績等を勘案して適切な支給割合とする。
<ご参考>過去3年間の支給割合
2022年3月期　固定報酬  92％　業績連動報酬  8％
2023年3月期　固定報酬  92％　業績連動報酬  8％
2024年3月期　固定報酬 100％　業績連動報酬 －％

取締役の個人別報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長である脇坂　剛がその
具体的内容について委任を受けるものとする。

ロ．監査役の個人別報酬等の内容に係る決定方針は次のとおりです。
　個々の監査役の職務と責任に応じた報酬額を監査役の協議により決定しております。
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会社役員に関する事項

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取締役
（うち社外取締役）

115
(4)

115
(4)

－
(－)

－
(－)

8
(1)

監査役
（うち社外監査役）

20
(7)

20
(7)

－
(－)

－
(－)

4
(3)

合　計
（うち社外役員）

136
(11)

136
(11)

－
(－)

－
(－)

12
(4)

②　当事業年度に係る報酬等の総額等

(注) １. 業績連動報酬等については固定報酬の補完的な報酬体系とし、取締役の役職及び各事業年度の業績等を勘案して適切な
支給割合としております。なお、業績連動報酬等に係る業績指標は当期純利益であり、その実績は「１ 会社の現況に
関する事項（4） 財産及び損益の状況の推移」に記載のとおりであります。

２. 非金銭報酬等については、該当はありません。
３. 取締役の金銭報酬の額は、2007年6月28日開催の第64回定時株主総会において年額2億3,000万円以内と決議してお

ります。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、10名です。
４. 監査役の金銭報酬の額は、2007年6月28日開催の第64回定時株主総会において年額４,500万円以内と決議しており

ます。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、4名です。
５. 取締役会は、代表取締役社長脇坂　剛に対し各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当部門の業績等を踏まえた賞与

の評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について
評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためであります。
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会社役員に関する事項

氏　名 当社での地位 重要な兼職の状況等 出席状況、発言状況及び社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

杉本達哉 取締役

スギモトグループホールディングス株
式会社とは取引関係はありません。
杉本食肉産業株式会社は賃貸工場の貸
先であり、同社と当社の間には、通常
の賃貸契約があります。

当事業年度開催の取締役会12回全てに
出席し、主に経験豊富な経営者として
の見地から、取締役会では当社におい
て業務執行者から独立した客観的な立
場で経営を監督する役割を果たしてお
ります。また、議案審議等に必要な発
言を適宜行っております。

氏　名 当社での地位 重要な兼職の状況等 出席状況及び発言状況

田中　輝 監査役
株式会社ニッスイは当社の大株主であ
り、同社と当社の間に営業上の取引関
係があります。

2024年６月25日就任以降、当事業年
度開催の取締役会12回のうち９回、監
査役会13回のうち９回出席し、水産業
界に関する豊富な知識と企業活動経験
に基づき、議案審議等に必要な発言を
適宜行っております。

成瀬　玲 監査役 しるべ総合法律事務所と当社は、法律
顧問契約を締結しております。

当事業年度開催の取締役会12回、監査
役会13回全てに出席し、法律の専門家
としての豊富な経験と高い見識から、
議案審議等に必要な発言を適宜行って
おります。

(3) 社外役員に関する事項
　事業年度中の取締役会及び監査役会での活動状況
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会計監査人に関する事項

４ 会計監査人に関する事項

　報　酬　等　の　額

当 社 が 支 払 う べ き 会 計 監 査 人 と し て の 報 酬 等 の 額 27

当 社 が 支 払 う べ き 金 銭 そ の 他 の 財 産 上 の 利 益 の 合 計 額 27

(1) 会計監査人の名称　　　　太陽有限責任監査法人
(2) 会計監査人の報酬等の額

(単位：百万円)

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬
等の額を区分しておりませんので、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記
載しております。

２. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監
査計画、監査の実施状況や報酬見積りの算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等について同意を行っ
ております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
　監査役会は、会計監査人の監査の継続について著しい支障が生じた場合や監査の適正性及び信頼
性が確保できないと判断される場合等には、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決
定いたします。

(4) 会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止処分に関する事項
　金融庁が2023年12月26日付で発表した処分の概要
①　処分対象
太陽有限責任監査法人

②　処分内容
・契約の新規の締結に関する業務の停止３ヶ月（2024年１月１日から同年３月31日まで。た
だし、既に監査契約を締結している被監査会社について、監査契約の期間更新や上場したこと
に伴う契約の新規の締結を除く。）
・業務改善命令（業務管理体制の改善）
・処分理由に該当することとなったことに重大な責任を有する社員が監査業務の一部（監査業
務に係る審査）に関与することの禁止３ヶ月（2024年１月１日から同年３月31日まで）

③　処分理由
・他社の訂正報告書等の監査において、同監査法人の社員である２名の公認会計士が、相当の
注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものと証明したため。
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会社の体制及び方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

５ 会社の体制及び方針
(1) 業務の適正を確保するための体制
　当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項は、次のとおりで
あります。
① 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、経営理念に基づき「コンプライアンス行動指針」を制定し、取締役及び従業員が共有
し、遵守することがあらゆる企業行動の前提とすることを徹底するものとする。
　その徹底を図るために、コンプライアンス委員会を社内に設置し、体制の整備と問題点の把握な
どに努めるとともに、取締役及び従業員の教育などを行う。
　また、財務報告の信頼性を確保するために、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統
制の評価基準に従い、適切に報告する体制を整備し、運用するものとする。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、管理部門を管掌する取締役を担当役
員とし、情報の内容に応じて保存及び管理の責任部署を稟議規程、文書管理規程など社内規程に定
める。
　責任部署は、取締役の職務に係る情報を適切かつ確実に記録し、法令及び社内規程に基づいて、
定められた期間、厳正に保存及び管理する。また、取締役及び監査役からの閲覧要請があった場合
は、速やかに対応する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　不測の事態が発生した場合は、迅速かつ適切な情報収集に努め、顧問弁護士など外部アドバイザ
ーとの連携を図り、損害を最小限にとどめる体制を講じる。
　この体制を組織的に強化するため、リスク管理を体系的に定めるリスク管理規程を定め、個々の
リスクを組織的、継続的に監視することとするほか、個々のリスクについての管理責任者を決定
し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会を月１回程度開催し、業務執行に係る重要な意思決定を行うとともに、取締役の業務執
行状況の監督を行う。
　取締役の職務執行に係わる権限及び責任については、職務権限規程、職務分掌規程などの社内規
程に定め、適時、適切に見直しを行い、それぞれの責任者及びその執行手続を定め、適正かつ効率
的に職務の執行が行われる体制をとる。

⑤ 監査役の職務を補助すべき従業員に関する体制と当該従業員の取締役からの独立性に関する事項
　監査室が監査役との協議により内部監査を実施し、その結果を監査役会に報告する。また、監査
室の人事異動、人事評価等は監査役会の意見を尊重する。

⑥ 取締役及び従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制及び監査
役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、取締役会、その他の重要な会議に出席し、決裁書類及び関係資料を閲覧することがで
きる。代表取締役及び業務執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な会議において、その担当
する業務の執行状況を報告する。
　取締役及び従業員は、重大な法令又は定款違反及び不正な行為並びに当社の業務又は業績に著し
い影響を及ぼす恐れのある事実を知った時は、監査役に遅滞なく報告するものとする。これにかか
わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び従業員に対し報告を求めることができる。
　また、監査役は監査室と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて監査室に調査を求める。監査
役は、会計監査人と定期的に会合を持って意見及び情報の交換を行うとともに、必要に応じて会計
監査人に報告を求める。
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⑦ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　当社は、業務遂行にあたり、社会的良識を持った責任ある行動をとる旨の基本理念のもと、「コ
ンプライアンス行動指針」を定め、そのなかで「反社会的な活動や勢力に対しては毅然たる態度で
臨み、反社会的勢力等への利益供与は一切行わない」ことを遵守事項に明記するとともに、コンプ
ライアンス行動指針・コンプライアンス行動指針細則・コンプライアンス体制などを記載した冊子
を役職員全員に配布し、周知徹底を行っております。また、平素から関係行政機関などからの情報
収集に努め、反社会的勢力による不当要求等があった場合には、総務部が窓口となり、顧問弁護士
等と緊密に連携し、適切に対処できる体制を構築しております。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況
　当社は、上記の業務の適正を確保するための体制に基づき、適切な運用に努めております。
　監査室が、これらの運用状況を随時モニタリングしており、その内容を取締役会及び監査役会に
報告しております。また、コンプライアンス委員会、リスク管理委員会を随時開催し、法令遵守の
啓蒙、リスク管理の徹底を図り、問題を未然に防止するよう努めるとともに、問題点を発見した場
合には、直ちに是正処置を行い、より適切な体制の構築、運用に努めております。

６ 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社では、株主に対する適切な利益の還元を経営上重要な施策の一つとして位置付けており、将来
における安定的な企業成長と経営環境の変化に対応するために必要な内部留保を確保しつつ、経営成
績に応じた株主への利益還元を安定的に行うことを基本方針としております。
　なお、当事業年度については、2024年12月10日に中間配当金として１株当たり40円を実施してお
り、期末配当45円と合計で１株当たり85円の利益配当を予定しております。

(注) 本事業報告に記載した数量、金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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計算書類

貸借対照表（2025年３月31日現在） (単位：百万円)

科　　　　目 　金　　額 科　　　　目 　金　　額
資産の部
流動資産
現金及び預金
売掛金
商品
貯蔵品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具器具備品
土地
無形固定資産
ソフトウエア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社長期貸付金
長期未収入金
その他
貸倒引当金　

9,430
5,355
1,752
2,199

6
123
△6

6,590
2,598
620
1
3
10
7

1,955
37
36
1

3,954
3,799
54
80
116
568
△664 　

負債の部
流動負債 1,943
買掛金 1,374
受託販売未払金 158
未払金 137
未払費用 43
未払法人税等 84
賞与引当金 50
役員賞与引当金 12
その他 82

固定負債 838
退職給付引当金 323
繰延税金負債 383
その他 131

負債合計 2,781
純資産の部
株主資本 11,845
資本金 1,450
資本剰余金 1,045
資本準備金 1,045
利益剰余金 10,295
利益準備金 362
その他利益剰余金 9,933
固定資産圧縮積立金 34
別途積立金 9,380
繰越利益剰余金 518

自己株式 △946
評価・換算差額等 1,394
その他有価証券評価差額金 1,394
純資産合計 13,239

資産合計 16,021 負債・純資産合計 16,021
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。29
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損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） (単位：百万円)

科　　　　　目 金　　　　額

売　上　高 36,760
売上原価 34,836
売上総利益 1,924
販売費及び一般管理費 1,594
営業利益 330
営業外収益
受取利息 11
受取配当金 94
その他 65 171

営業外費用
その他 0 0
経常利益 501
特別損失
過年度決算訂正関連費用 42 42
税引前当期純利益 459
法人税、住民税及び事業税 143
法人税等調整額 △14 129
当期純利益 330

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） (単位：百万円)
株　　　主　　　資　　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
固 定 資 産
圧縮積立金 別途積立金 繰越利益

剰 余 金
2024年４月１日残高 1,450 1,045 362 35 9,380 328 △856 11,745
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △140 △140
固定資産圧縮積立金の取崩 △1 1 －
当期純利益 330 330
自己株式の取得 △89 △89
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）
事業年度中の変動額合計 － － － △1 － 190 △89 100
2025年３月31日残高 1,450 1,045 362 34 9,380 518 △946 11,845

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
2024年４月１日残高 1,378 13,123
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △140
固定資産圧縮積立金の取崩 －
当期純利益 330
自己株式の取得 △89
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 16 16

事業年度中の変動額合計 16 116
2025年３月31日残高 1,394 13,239
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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市場価格のない株式等
以外のもの

……………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

個別注記表
重要な会計方針
1．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

関係会社株式…………………………移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等……………移動平均法に基づく原価法

(2) 棚卸資産
商　　　　品…………………………個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

2．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附
属設備、構築物については定額法、それ以外の有形固定資産については定率法を採用しております。なお、主
な耐用年数は、建物10～47年、機械及び装置10～12年であります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づいております。
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3．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に対応する支給見込額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金
　役員の賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。

(4) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産残高に基づき計上してお
ります。

4．収益及び費用の計上基準
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用しております。卸売事業においては、主に
水産物の販売を行っております。このような商品の販売については、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識
しております。ただし、卸売市場外取引については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第30号 2021年３月26日）第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品の支配が顧
客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
　なお、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額か
ら当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。

5．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　該当事項はありません。

33



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2025/05/30 15:37:39 / 24183236_中部水産株式会社_招集通知_電子提供措置用

個別注記表

1．有形固定資産の減価償却累計額 3,301百万円

2．関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 40百万円
短期金銭債務 1百万円
長期金銭債権 80百万円

3．取締役及び監査役に対する金銭債務 0百万円

4．流動負債「その他」のうち、契約負債の残高 60百万円

会計上の見積りに関する注記
関係会社貸付金の評価
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社長期貸付金　　　　　　80百万円
貸倒引当金　　　　　　　　　　　2百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　関係会社貸付金の評価は、関係会社の財政状態及び経営成績の状況を勘案し、回収不能見込額を見積り、
貸倒引当金を計上しております。今後、関係会社の業績が変動した場合、翌事業年度の貸借対照表におい
て、貸倒引当金の金額に影響を及ぼす可能性があります。

貸借対照表に関する注記
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売上高 749百万円
仕入高 130百万円

受取利息 0百万円

損益計算書に関する注記
1．顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との
契約から生じる収益の金額は、個別注記表「収益認識に関する注記１．顧客との契約から生じる収益を分解した
情報」に記載しております。

2．関係会社との取引高
営業取引による取引高

営業取引以外による取引高

3．過年度決算訂正関連費用
2024年４月８日付「特別調査委員会の調査報告書受領に関するお知らせ」及び2024年４月15日付「過年度の
有価証券報告書等に係る訂正報告書の提出及び過年度の決算短信等に係る訂正に関するお知らせ」において公表
いたしました内容を踏まえ、過年度における不適切な会計処理に係る費用（特別調査委員会の調査費用及び外部
委託費用並びに過年度決算訂正に係る追加的な監査費用等）を過年度決算訂正関連費用として42百万円を特別
損失に計上しております。
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個別注記表

普通株式 1,926,900株

普通株式 289,449株

決　　議 株式の種類 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円) 基　準　日 効力発生日
2024年６月25日

定時株主総会 普通株式 75 45 2024年３月31日 2024年６月26日

2024年11月８日
取締役会 普通株式 65 40 2024年９月30日 2024年12月10日

決議予定 株式の種類 配当金の総額(百万円) 配当の原資 １株当たり配当額(円) 基　準　日 効力発生日
2025年６月27日

定時株主総会 普通株式 73 利益剰余金 45 2025年３月31日 2025年６月30日

株主資本等変動計算書に関する注記
1．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

2．当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

3．当事業年度中に行った剰余金の配当

4．基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
　2025年６月27日開催の第82回定時株主総会に次のとおり付議する予定であります。
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（繰延税金資産） 百万円
賞与引当金 23
退職給付引当金 100
貸倒引当金 211
投資有価証券評価損 76
減損損失 38
その他 13
繰延税金資産小計 464
評価性引当額 △289
繰延税金資産合計 174

（繰延税金負債）
投資有価証券みなし譲渡損 △1
固定資産圧縮積立金 △15
その他有価証券評価差額金 △541
繰延税金負債合計 △557
繰延税金負債の純額 △383

税効果会計に関する注記

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに
伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び
繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。
　この変更により、当事業年度の繰延税金負債の金額が12百万円増加し、その他有価証券評価差額金が15百万
円、法人税等調整額が３百万円それぞれ減少しております。
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個別注記表

貸借対照表計上額 時　価 差　額
(１) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 3,556 3,556 －
(２) 関係会社短期貸付金 5 5 0
(３) 関係会社長期貸付金 80 73 △6
(４) 長期未収入金 116
　　　貸倒引当金 △113

2 2 －

区　　　　分 当事業年度
非上場株式 22
投資事業有限責任組合への出資 219

金融商品に関する注記
1．金融商品の状況に関する事項

　当社は、短期的な預金等を主に資金運用しており、借入金はありません。
　売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿って、リスク低減を図っております。また、投資有価証
券は主として公社債等の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、債券及び上場株式については四半期
ごとに時価の把握を行っております。

2．金融商品の時価等に関する事項
　2025年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。

(単位：百万円)

(注)１. 「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「受託販売未払金」、「未払金」、「未払法人税等」については、現金
であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

２. 「有価証券及び投資有価証券」の時価について、株式は取引所の価格によっております。
３. 市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

(単位：百万円)

※非上場株式は、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」第５項の取扱いを適用し、投資
事業有限責任組合への出資は、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」第24-16項の取扱
いを適用し、時価開示の対象とはしておりません。

４. 長期未収入金は個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

38



2025/05/30 15:37:39 / 24183236_中部水産株式会社_招集通知_電子提供措置用

個別注記表

区　　　　分
時　　　　　　　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券

その他有価証券
株式 3,230 － － 3,230
債券 326 － － 326
その他 － － － －
合計 3,556 － － 3,556

区　　　　分
時　　　　　　　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
関係会社短期貸付金 － 5 － 5
関係会社長期貸付金 － 73 － 73
長期未収入金 － － 2 2
合計 － 78 2 81

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分
類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品
(単位：百万円)

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
　有価証券及び投資有価証券：上場株式及び公社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び公社債は活発
な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

(2) 時価で貸借対照表に計上してない金融商品
(単位：百万円)

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
　関係会社短期貸付金及び関係会社長期貸付金：関係会社貸付金の時価は、元利金の合計と、当該債権の残存期間及び
信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
　長期未収入金：回収可能性を勘案して回収不能見込額を算定しており、債権金額から貸倒見積額を控除した金額をも
って時価としていることから、レベル３の時価に分類しております。

39



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2025/05/30 15:37:39 / 24183236_中部水産株式会社_招集通知_電子提供措置用

個別注記表

貸借対照表計上額 時　　　　価
2,325 3,140

関連会社に対する投資の金額 54百万円

持分法を適用した場合の投資の金額 165百万円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 24百万円

賃貸等不動産に関する注記
1．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、名古屋市に賃貸マンション（土地を含む）、賃貸事務所（土地を含む）、賃貸工場（土地を含む）、賃
貸店舗（土地を含む）、賃貸土地を有しております。

2．賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位：百万円)

(注)１. 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２. 当事業年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による調査報告書に基づく金額であります。

持分法損益等に関する注記
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種　　類 会社等の名称 議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

主要株主
(法人) ㈱ニッスイ

(所有)
　直接　  0.3

(被所有)
　直接　 14.6

水産物等の
仕入

役員の兼任

水産物等の
仕入
(注)

1,598 買掛金 85

種　　類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

役員及びその近親者が議
決権の過半数を所有して
いる会社等

杉本食肉産業㈱ (被所有)
　直接　  0.7

工場の賃貸
役員の兼任

賃貸料受取
(注)１ 24 その他固定負債

その他流動負債
18
2

関連当事者との取引に関する注記

1．親会社及び法人主要株主等
(単位：百万円)

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 水産物等の仕入については、市場の実勢価格をみて協議のうえ決定しております。

2．役員及び個人主要株主等
(単位：百万円)

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)１. 工場の賃貸料については、近隣の取引情勢に基づいて金額を決定しております。

２. 当社役員杉本達哉及びその近親者が議決権の100％を直接保有しております。
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報告セグメント
合計卸売部門 冷蔵倉庫

部門
不動産賃貸
部門鮮魚 塩冷加工品

売上高
顧客との契約から生じる収益 18,037 18,003 484 － 36,525

その他の収益 － － － 234 234

外部客への売上高 18,037 18,003 484 234 36,760

1．１株当たり純資産額 8,085円66銭

2．１株当たり当期純利益 200円87銭

収益認識に関する注記

1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「個別注記表 重要な会計方針 4．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3．当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1) 契約負債　　　　　　　　　　　60百万円
(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の簡便法を適用し記載を
省略しております。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象

　該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告

太陽有限責任監査法人
名古屋事務所

指定有限責任社員 公認会計士 古 田 賢 司業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 本 田 一 暁業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2025年５月23日

中部水産株式会社
　取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、中部水産株式会社の2024年４月１日から2025年３月31
日までの第82期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算
書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当
監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法
人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに
ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内
容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と
計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する
ことが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として
の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事
象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び
に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は
阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第82期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役
が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ
か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査
部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を
実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたし
ました。
②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い
たしました。
③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の
遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

２．監査の結果

(1)　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する

事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

中部水産株式会社　監査役会

常勤監査役 小 倉 浩 司 ㊞
監　査　役 田 中 　 輝 ㊞
監　査　役 成 瀬 　 玲 ㊞

2025年５月27日

(注) 監査役田中　輝及び成瀬　玲は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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株主メモ、トピックス

株主メモ
事 業 年 度 ４月１日～翌年３月31日

期末配当金受領株主確定日 ３月31日

中間配当金受領株主確定日 ９月30日

定 時 株 主 総 会 毎年６月

株 主 名 簿 管 理 人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

特別口座の口座管理機関 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町１－１　電話　0120－232－711（通話料無料）
郵送先　〒137－8081　新東京郵便局私書箱第29号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

上 場 証 券 取 引 所 名古屋証券取引所

公 告 方 法 電子公告（公告掲載ＵＲＬ）
(https://www.nagoya-chusui.co.jp/ir)
ただし、電子公告によることができない事故、その他のやむを得ない事由が生じたときには、
日本経済新聞に公告いたします。

(ご注意)
１. 株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとな

っております。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取扱いできませんので
ご注意ください。

２. 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座
の口座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３. 未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたします。

ホームページのご案内
当社ホームページでは、事業内容をはじめ最新のニュースリリースや
ＩＲ情報を掲載しております。
是非ご覧ください。
https://www.nagoya-chusui.co.jp/
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TOPICS
当社は経済産業省と日本健康会議が選出する「健康経営優良

法人2025」（大規模法人）に認定されました。

24時間対応の健康相談サポートサービスへの加入や飲料メ

ーカーの健康行動習慣を促進するアプリの活用など従業員の

健康増進に取り組みました。今後も健康経営に積極的に取り

組んでまいります。
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地図

株主総会会場ご案内図

会 場 名古屋市熱田区川並町２番22号　名古屋市中央卸売市場本場内
中央管理棟本館９階　大会議室

交通機関 地下鉄名港線「日比野」駅（４番出口）より徒歩約８分
(JR、名鉄線ご利用の場合は「金山」駅にて地下鉄名港線名古屋港方面ゆきにお乗り換えください)

ご来場に当たりサポートが必要な方は、
事前にお電話でご連絡ください。
中部水産株式会社　電話：052-683-3000（代表）

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。
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